はじめに

　　近年、集中豪雨や地震等の自然災害により、ひとり暮らし高齢者や障がい者等が、災害時における状況判断や避難行動等に困難を伴う災害時要援護者の被災が相次いで発生しております。

　　「小山市地域防災計画」では、災害時要援護者の安全確保を図るため、地域社会と協力した要援護者の避難支援体制を整備するとともに、社会福祉施設等と連携し、被災した要援護者の受入体制の整備等、必要な予防策を講じるよう努めることとしております。

　　本書は「小山市地域防災計画」を具体化し、災害時要援護者の避難支援体制等の整備を図るための対応マニュアルとして位置づけます。
　　なお、この対応マニュアルは、随時、関係機関等で内容を検討し、適宜、見直しを行うものとします。
第１　基本的考え方及び平常時の体制整備
１．地域における取組み（共助）の推進

　　災害時要援護者の避難誘導や災害発生直後の対応等、災害による被害を最小限に抑えるためには、行政の力だけでは限界があり、自治会、自主防災会、民生委員・児童委員、近隣住民、ボランティア等の地域の協力が必要不可欠であります。
このため、市は平常時より自治会等と連携し防災研修会、防災訓練等を開催し、災害時要援護者支援方法等の普及啓発を図ります。
２．対象者

　　本書で対象とする災害時要援護者とは、災害に対処するにあたって何らかの障がいを持つことにより、援護を必要とする者を意味し、次のように定義され、「災害弱者」と呼ばれることもあります。
　○移動が困難な者

　○医薬品や医療機器がないと生活できない者

　○情報を受けたり伝えたりすることが困難な者

　○理解や判断ができなかったり時間がかかる者

　○精神的に不安定になりやすい者

　　具体的には、上記に当てはまる ①高齢者（ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの世帯を含む、寝たきり高齢者、認知症高齢者）②身体障がい（児）者(肢体不自由者、視覚障がい者、聴覚障がい者、言語障がい者、内部機能障がい者、複合障がい者）　③知的障がい(児)者　④発達障がい(児)者　⑤精神障がい者　⑥難病患者　⑦妊産婦　⑧乳幼児　⑨日本語を解さない外国人、などの人々です。
３．災害時要援護者の特徴
　　災害時要援護者は、適切な防災行動をとることが困難となる個々の特徴があります。その特徴は、個人差も大きく程度も千差万別ではありますが、主な特徴は次のようになります。

災害時要援護者の特徴
	区分
	避難行動等の特徴
	配慮を要する主な事項

	高齢者
	ひとり暮し
	○体力が衰え行動機能が低下しているが、自力で行動できる。
○緊急事態の察知が遅れる場合がある。
	○迅速に情報を伝達し、避難誘導などの支援者の確保が必要である。

	
	寝たきり
	○自力での行動ができない。

○自分の状況を伝えることが困難である。
	○避難する場合は、車いす等移動用具と援助者の確保が必要である。

○医療・介護関係者との連絡体制が必要である。

	
	認知症
	○自分で危険を判断し、行動することができない。

○自分の状況を伝えることが困難である。

○環境の変化による不安感等から、行動障がいが現れる場合がある。
	○避難誘導などの支援者の確保が必要である。

○医療・介護関係者や家族等との連絡体制が必要である。

○一人でいる時に危険が迫った場合は、緊急に保護が必要である。

○できるだけ、認知症高齢者の特性を理解した者が対応することが必要である。

	身体障がい（児）者
	視覚
	○視覚による緊急事態の察知が不可能な場合が多い。

○災害時には、住み慣れた地域でも状況が一変するため、単独では素早い避難行動ができない。
	○音声による伝達及び状況説明が必要である。

○安否確認、避難所への歩行支援を誰が行うのか取り決めておく（避難誘導してくれる人が必要）

○避難所内の案内（トイレ、電話などの場所の確認など）

	
	聴覚・言語
	○音声による避難誘導が伝わらない。

○視覚外の異変・危険の察知が困難である。

○緊急時でも言葉で人に知らせることができない。

○外見からは障がいのあることがわからない。
	○正面から普通に口を動かして話す。文字や絵を組み合わせた筆談や手話、身振りなど目に見える方法で情報を伝える。（視覚による認識手段が必要）

○避難所では、情報から取り残されないよう、掲示板などで呼びかける。また、Faxの配置や常時筆記用具を確保する。

	
	肢体不自由
	○自力歩行や素早い避難行動が困難な場合が多い。
	○地域での移動支援体制づくり（車いす、ストレッチャー等の移動用具と援助者）が必要である。

○車いす用のトイレを確保する。

	区分
	避難行動等の特徴
	配慮を要する主な事項

	身体障がい（児）者
	内部障がい
	○自力歩行や素早い避難行動が困難な場合がある。

○外見からは、障がいがあることが分からない。

○心臓、腎臓、呼吸器などに機能障がいがあり、人工透析など医療的援助が必要な場合がある。

○常時医療器材（人工呼吸器、酸素ボンベなど）を必要とする人がいる。

○医療品を携帯する必要がある。

○人工肛門造設者等は、ストマ用装具を携帯する必要がある。
	○医療機関との連携体制、移送手段の確保（医療機関の支援）

○移動にあたっては、車いす、ストレッチャー等の移動用具と援助者が必要である。

○避難所では、ケアのできるスペースを確保する。

○食事制限の必要な人の確認も必要である。

○薬やケア用品の確保が必要である。

○人工肛門造設者等は、ストマ用装具や障がい者トイレの確保が必要である。

	知的障がい者
	○一人では、理解や判断することが難しく、環境の変化による精神的な動揺が見られる場合がある。
	○一人でいる時に危険が迫った場合には、緊急に保護する。

○常に話しかけるなど、気持ちを落ち着かせながら、安全な場所へ誘導し、精神的に不安定にならないような対応が必要である。

	発達障がい（児）者
	○他人とのコミュニケーションが困難であり、予定されたパターン以外の行動を取ることが難しいため、自ら避難することが難しい場合がある。

○避難所など、人が多く慣れない場所での生活は極度に緊張するため、パニックを起こす可能性がある。
	○一人でいる時に危険が迫った場合は、緊急に保護する必要がある。

○できるだけ、発達障がい(児)者の特性を理解した者が対応することが必要である。

○避難所にはできる限り、発達障がい(児)者に配慮したスペースの確保が必要である。

	精神障がい者
	○災害発生時には精神的動揺が激しくなる場合があるが、多くは、自分で判断し行動することができる。

○普段服用している薬が絶対必要となる。
	○集団生活や対人関係のストレスに弱い人もおり、服薬の継続が不可欠なため、本人や援助者は薬の名前、量を把握しておくことが望ましい。

○医療や保健福祉機関との迅速な連絡体制の確保が不可欠である。

	

	区分
	避難行動等の特徴
	配慮を要する主な事項

	難病患者
	○難病患者の中には、自力歩行や素早い避難行動が困難な場合がある。

○外見からは、障がいがあることが分からない。

○医薬品を携帯する必要がある。

○人工呼吸器の使用など医療的援助が必要な場合がある。

○人工透析患者は、継続的に透析医療を受けなければならない。

○人工透析患者は、一日に摂取できる水分や塩分等が厳しく制限されている。
	○医療機関との連携体制、移送手段の確保(医療機関の支援)

○移動にあたっては、車いす、ストレッチャー等の移動用具や援助者が必要である。

○電気の確保

○薬やケア用品の確保が必要である。

○食事制限の必要な人の確認が必要である。

	妊産婦
	○行動機能が低下しているが、自分で判断し、行動できる。
	○避難誘導などの支援者の確保が必要である。

	乳幼児
	○自ら判断し、行動する能力がなく、常時、保護者の支援が必要となっている。

○避難所生活等におけるストレスの影響を受けやすい。
	○保護者の災害対応能力を高めることや、適切な避難誘導が必要である。

○被災により、保護者が養育することが困難な場合への対応が必要である。

○保護者、乳幼児ともに避難所等でのストレスが高じることから、避難生活には格別の配慮が必要である。

	外国人
	○日本語による文章並びに音声による情報が伝わらない。

○緊急時でも言葉で人に知らせることができない。
	○外国語による緊急情報の伝達体制を整備する。

○絵を使った筆談や身振りなどの方法で情報を伝える。

○避難所では、情報から取り残されないよう、外国語による掲示板などで呼びかける。


〈参考〉小山市の高齢者・身体障がい児者等の状況

          　　　　人口：163,145人　　世帯：61,159世帯　　（H21.4.1）

	区分
	人数
	人口に占める割合
	備考

	①高齢者（６５歳以上）
	  　29,663人
	18.18 ％  
	

	
	一人暮らし
	4,567 人 
	2.80 ％  
	

	②身体障がい(児)者
	4,878 人 
	2.99 ％  
	

	
	視覚障がい者
	353 人 
	0.22 ％  
	

	
	聴覚障がい者
	564 人 
	0.35 ％  
	

	
	言語障がい者
	35 人 
	0.02 ％  
	

	
	肢体不自由者
	2,422 人 
	1.48 ％  
	

	
	内部機能障がい者
	1,259 人 
	0.77 ％  
	

	
	複合障がい
	245 人 
	0.15 ％  
	

	③知的障がい(児)者
	875 人 
	0.54 ％  
	

	④発達障がい(児)者
	40 人 
	0.02 ％  
	

	⑤精神障がい者
	595 人 
	0.36 ％  
	

	⑥難病患者
	870 人 
	0.53 ％  
	

	⑦妊産婦
	2,567 人 
	1.57 ％  
	

	⑧乳幼児（０～５歳）
	9,241 人 
	5.66 ％  
	

	⑨外国人
	5,392 人 
	3.31 ％  
	


· 上記の人数は個々の登録台帳の登録者数であり、重複してあてはまる人がいます。


             　　　　人口：163,145人　世帯：61,159世帯　（H21.4.1）

	
	登録の必要度の高いと思われる要援護者
	人数

	１
	一人暮らし高齢者
	1,600人 

	２
	身体障がい者（１級・２級）
	570人 

	３
	知的障がい者（Ａ判定）
	60人 

	４
	上記に準ずる状態にある者
	70人 

	
	合計
	2,300人 


※対象者の抽出にあたって、目安として示したものです。

４．災害時要援護者支援班の設置
(1) 組織体制
　　市は、災害時要援護者の支援業務を的確に実施するため、保健福祉部を中心とした横断的な組織として、災害時要援護者支援班を設置し、要援護者の支援を的確に実施することとします。

　〈組織体制〉

	　　災害時要援護者支援班














〈担当〉
	班長
	保健福祉部長

	統括
	福祉課

	情報の把握・避難支援・個別プランの作成・登録担当
	(主)高齢生きがい課　(副)福祉課、こども課、市民生活課

	福祉避難所整備担当
	(主)健康増進課
(副)教委総務課、財政改革課、福祉課、高齢生きがい課、こども課、子育て支援課、病院総務課

	災害情報伝達体制整備担当
	(主)行政経営課
(副)高齢生きがい課、福祉課、こども課、市民生活課、消防総務課

	要援護者支援人材育成担当
	(主)市民生活課
(副)福祉課、こども課、子育て支援課、高齢生きがい課、社会福祉協議会

	防災学習会・参加型防災訓練担当
	(主)行政経営課

(副)消防総務課、福祉課、高齢生きがい課、子育て支援課、市民生活課、建設監理課、社会福祉協議会


(2) 活動内容

①統括

　○支援班の統括
　○マニュアルの進行管理

　○小山市地域防災計画との調整

　○災害時要援護者体制の周知

②要援護者情報の把握・避難支援「個別」プランの作成・登録担当
　○要援護者情報の把握

　○避難支援「個別」プラン説明会の開催

　○避難支援「個別」プランの作成
　○避難支援「個別」プランの登録

　○避難支援「個別」プランの関係機関等との共有・活用

③福祉避難所担当
　○福祉避難所の整備
　○医療支援スタッフの確保
④災害情報伝達体制整備担当

　○災害情報伝達支援者の登録

　○避難所での情報伝達体制の整備

⑤要援護者支援人材育成担当

　○要援護者支援活動を担う人材の育成

⑥防災学習会・参加型防災訓練担当

　○要援護者の防災知識の普及啓発

　○要援護者支援防災学習会の開催

　○要援護者参加型防災訓練の実施

　○社会福祉施設間相互の協力体制の構築

５．地区災害時要援護者支援協議会（仮称）の設置

　(1) 組織体制

　　各地区社会福祉協議会を中心に、自治会、自主防災会、消防団、女性防火クラブ、民生委員・児童委員、福祉関係機関、医療機関、警察署等の協力を得て、地区災害時要援護者支援協議会を設置し、具体的な災害時要援護者の支援活動に取り組みます。
　　　
〈組織体制〉
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(2) 活動内容
①平常時
　ア　災害時要援護者情報の収集
イ　災害時見守り情報個別票の作成・登録の協力
　ウ　災害時要援護者支援防災学習会の開催

　エ　災害時要援護者参加型防災訓練の実施

②災害時

　ア　災害情報の伝達

　イ　災害時要援護者の避難誘導・安否確認

　ウ　福祉避難所の運営支援
６．災害時要援護者登録台帳兼避難支援「個別」プランの登録制度
　風水害や地震等の大規模な自然災害が発生したとき、地域の住民が協力し災害時要援護者の避難誘導や安否確認等の支援活動が円滑に行われるようにするための制度です。

‹災害時要援護者登録台帳兼避難支援「個別」プランの登録制度›

[image: image3]
　※民生委員・児童委員は、災害時一人も見逃さない運動における「災害時見守り
情報個別票」を作成し、その情報を市に提供するものとします。
７．災害時要援護者登録台帳兼避難支援「個別」プランの作成・登録・更新・管理
①　市民への広報

　　市は、小山市広報、ホームページ、行政テレビ等マスメディアの活用を図ると
同時にパンフレット等を作成し自治会の回覧等を通じて災害時要援護者登録台帳
兼避難支援プラン(以下「登録台帳」という。)の周知を図ります。
②　説明会の開催
　　市は、民生委員・児童委員協議会、自治会連合会及び関係機関等に対して登録制度の趣旨について説明会を開催します。
③　登録台帳の作成
　　市は、広報及び行政テレビ等により登録台帳に登録を希望する市民を募集し、希望者リストを作成し、地域の民生委員・児童委員に希望者リストを配布します。
　民生委員・児童委員は、本人及び家族に制度の趣旨を説明し、市及び関係機関等への個人情報の提供についての同意を得て、「災害時見守り情報個別票」を作成し市に提出します。市は、提出された個別票を基に避難支援者の選任と避難所を特定した登録台帳兼避難支援「個別」プランを作成します。
　　※避難支援者の選定は、できる限り要援護者にしていただくものです。
※避難支援者には責任を課すものでなく、善意により、災害時などに困っている人を助けていただくものです。

④　予備台帳の作成

　　民生委員・児童委員は、希望者リストからもれている要援護者と思われる人も把握し、希望者予備リストを作成し、市に提出します。
　　市は、希望者予備リストを基に災害時要援護者予備台帳（以下「予備台帳」という。）を作成します。
⑤　災害時要援護者の情報提供

　　市は、関係機関及び地区災害時要援護者支援協議会等に災害時要援護者登録台帳の活用方法・管理方法について十分な説明を行い、個人情報保護のための協定を結び、登録台帳を配布し災害時の要援護者支援に活用します。

⑥　災害時要援護者登録台帳の更新・管理

　　市は、毎年、広報及び行政テレビ等を活用し台帳登録者の希望者を把握するとともに災害時に、この登録制度が十分機能するよう民生委員・児童委員協議会、地区災害時要援護者支援協議会等による平時の見守り活動などの支援を通じて、常に最新の情報を把握し、登録台帳の情報を年１回更新します。
　　また、登録台帳は、詳細な個人情報を含むものであることから、要援護者が同意した者以外が閲覧することがないよう、情報管理に特に配慮します。

８．災害時情報伝達体制の整備

　　重要な災害情報を要援護者や避難支援者に対して、迅速かつ確実に伝達されるよう要援護者の特性に応じた情報伝達体制の整備を図ります。
(1)自治会、福祉関係者との連携

　市は、平時から自治会並びに民生委員・児童委員、介護保険制度・障がい者団体等に関わる福祉関係者との連携を深め、発災時には、これらの機関と協力して情報伝達を行うこととします。

　　民生委員・児童委員、介護保険制度・障がい者団体等に関わる福祉関係者は、見守り活動や、ケアプランの策定時等に避難支援計画について説明し要援護者や避難支援者への情報伝達方法についてきめ細かく把握するものとします。

(2)多用な手段の活用による通信確保

　　災害時における緊急情報は、音声（サイレン、広報車、放送等）による情報伝達が中心となりますが、要援護者はその特性により情報が伝わりにくいため、多用な手段を用いて緊急情報を確実に伝える必要があります。

(例)
　聴覚障がい者：一斉ファックス、インターネット、携帯電話メール、テレビ放送
　視覚障がい者：受信メールを読み上げる携帯電話 
　肢体不自由者：フリーハンド用機能を備えた携帯電話

（3）災害情報伝達支援者の登録
　　特に情報の伝達が困難な要援護者に対しては、直接、要援護者本人に災害情報を伝達する情報伝達支援者を選定し、登録台帳に登録します。災害情報伝達者は、避難支援者が兼ねてもかまいません。
（参考：小山市地域防災計画）
避難勧告等の発令の基準

	種類
	判断基準
	住民に求める内容

	避難準備情報
	○基準地点水位がはん濫注意水位に到達し、かつ、○○川はん濫注意情報が発表されるとともに、市が観測する水位観測値（鬼怒川及び田川については国又は県が観測した水位観測値）、及び国・県が発表する予測水位等から判断して、今後避難判断水位を超えると判断したとき。
	○要援護者等、特に避難行動に時間を要する者は、指定された避難場所に避難行動を開始する。

○上記以外の者は、家族等との連絡、非常用持出品の用意等、避難の準備をする。

	避難勧告
	○基準地点水位が避難判断水位に到達し、かつ、○○川はん濫警戒情報が発表されるとともに、市が観測する水位観測値（鬼怒川及び田川については国又は県が観測した水位観測値）、及び国・県が発表する予測水位等から判断して、今後はん濫危険水位に到達することが予想されるとき。

○破堤につながるおそれのある漏水等が確認される等、堤防等の河川構造物の崩壊が予測されるとき。
	○指定された避難場所へ避難行動を開始する。

	避難指示
	○基準地点水位がはん濫危険水位に到達し、かつ、○○川はん濫危険情報が発表されたとき。

○水位にかかわらず、堤防等の河川構造物の崩壊が差し迫った状況にあるとき。
	○確実に避難行動を完了できるよう、迅速に避難する。

○未だ避難していない住民は、直ちに避難行動を開始するか、又はそのいとまがない場合は生命を守るため最低限の対策を実施する。


９．福祉避難所の確保

　大規模災害発生時においては、避難所において、要援護者を含む多くの被災者が避難生活を送ることとなります。しかし、避難所の構造や設備の面で要援護者への配慮が十分であるとは限りませんので、避難所生活をする上で様々な問題を生ずることがあります。
　本市では、避難所として市内小中学校や県立高校の体育館及び文化センター等が指定されますが、指定避難所において要援護者の相談窓口や授乳場所等必要なスペースを確保する必要があります。

　また、地域ごとに特に要援護者に配慮した避難場所として福祉避難所を指定し整備する必要があります。福祉避難所に指定された施設については、予め施設の段差解消等バリアフリー化に努め、他に洋式仮設トイレ、多用な情報伝達設備の設置並びに食料、生活用品、介護用品等避難生活に必要な物資等を整備しておく必要があります。
10．医療機関・社会福祉施設・宿泊施設等との連携

①　福祉避難所に避難した要援護者のニーズに応えられるよう医療や福祉関係機関の協力のもと心理カウンセラー、手話通訳者、ホームヘルパー、医師、保健師、看護師などを迅速に派遣できる体制を整備する必要があります。
また、要援護者の病状等の急変等により、常時、介護や治療が必要となった場合には、緊急入所や一時入所、入院等を検討する必要があります。
　　このため、平常時から地域の社会福祉施設や医療機関等と連携を図り、協力体制を整備しておく必要があり、予めこれらの機関等と協定等を締結しておく必要があります。

2 　福祉避難所が被災した場合や避難経路の被災により、予め定められた避難所に避難できないことが想定されます。このような場合、差し迫った災害から逃れるために、緊急一時的に最寄りの宿泊施設、民間事業所等に避難しなければならないこともあります。
このような事態を想定し、また、要援護者の避難行動時間の短縮及び避難支援者への負担軽減を図るためにも、予め一時避難場所の確保について検討し、宿泊施設、民間事業所等と協定等を締結しておく必要があります。
11．地域防災力の向上

①　要援護者支援防災学習会の開催

　　地区災害時要援護者支援協議会等の協力を得て、地域住民や関係団体等に参加を呼びかけ、住民が主体となって、地域の防災対策や要援護者対策を具体的に考える要援護者支援防災学習会を開催します。

②　要援護者参加型防災訓練の実施
　　地区災害時要援護者支援協議会等の協力を得て、地域住民や関係団体等に参加を呼びかけ、要援護者と避難支援者が一緒に参加し、避難誘導や安否確認等を実施するなど、実践的な要援護者参加型の防災訓練を実施します。
③　地域の要援護者支援活動を担う人材の育成

　　地区災害時要援護者支援協議会やボランティア等の中から、地域の要援護者支援活動を継続的・専門的に担う人材を、研修等を通して育成します。

④　要援護者の防災知識の普及啓発
　　要援護者自身が防災に関心を持ち、正しい知識を身に付けられるよう、防災知識の普及啓発を図ります。
12．要援護者に対する防災知識の啓発
　　要援護者の避難等においても、あくまで基本は自助であり、平常時から地域や支援者、関係団体等と積極的にかかわりを持っておく必要があります。

　　市は、要援護者自身が災害に備えできることについて、広報等を通じて啓発に取りくみます。

〈啓発例〉

①　あんしんカード等の携帯

　　避難誘導時、避難所等において、援助が必要な事項について予め記載したカードの作成、所持を促します。

　　特に難病患者には、治療、薬剤に関すること等を援助者や介護者に適切に伝えられるようにしておく事の啓発をする。

②　必要な物資等の備蓄

　　災害発生時の備えとして、予め必要な物資、予備薬品等を備蓄し、災害発生時には本人又は支援者がすぐに持ち出せるよう非常持出品の準備を啓発する。

③　防災訓練への参加、避難所等の確認
　　平常時から防災のために自治会や自主防災会などが行う地域の自主的な防災訓練等に積極的に参加し、自ら避難所や避難路の確認などを行うよう啓発する。
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